２　令和５年度 府税の概要
	税目
	課税標準
	税率
	賦課期日
	納期

	府民税
	１ 個人

(1) 府内に住所を有する個人

均等割

所得割

(2) 府内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人でその事務所等を有する市町村内に住所を有しない者
均等割
	１ 個人

均等割　　　1,800円　

（東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律の施行に伴い、500円を加算。森林の土石流・流木対策及び都市緑化を活用した猛暑対策を実施するため、300円を加算。）
　 所得割　　　　 　４％

　　　　（大阪市・堺市に住所を有する場合は２％）

	令和５年

１月１日


	１ 個人

市町村民税の納期と同じ（賦課徴収は市町村民税の賦課徴収と併せて行う。）



	
	２ 法人

(1) 府内に事務所又は事業所を有する法人（公益法人等又は人格のない社団等で収益事業を営むものを含む。）
均等割

法人税割

(2) 府内に事務所又は事業所を有する公益法人等で収益事業を営まないもの
均等割

(3) 府内に事務所又は事業所を有する公共法人
均等割

(4) 府内に寮等を有する法人で府内に事務所又は事業所を有しないもの

均等割


	２ 法人

均等割

(1) 資本金等の額が50億円を超える法人

1,600,000円

(2) 資本金等の額が10億円を超え50億円以下である法人　

1,080,000円

(3) 資本金等の額が１億円を超え10億円以下である法人


　260,000円

(4) 資本金等の額が1,000万円を超え１億円以下である法人

　　75,000円

(5) 公益法人等や資本金等の額が1,000万円以下である法人等　　　　　　　　　　　　　　20,000円

法人税割　　　法人税額の２％
資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人で、かつ、法人税割の課税標準となる法人税額の総額が年2,000万円以下の法人については、１％

	
	２ 法人

事業年度終了の日から２か月以内
ただし､決算未確定等のため所轄税務署長の承認を受けた場合は３か月以内（通算法人の場合は４か月以内）


	
	３ 利子等に係る府民税

支払を受けるべき利子等の額
	３ 利子等に係る府民税

５％
平成28年１月１日以後に支払を受けるべき利子等については、法人は対象外

	
	３ 利子等に係る府民税

前月分を毎月10日まで

	
	４ 特定配当等に係る府民税

支払を受けるべき特定配当等の額
	４ 特定配当等に係る府民税
５％


	
	４ 特定配当等に係る府民税

前月分を毎月10日まで


	
	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税

支払を受けるべき特定株式等譲渡所得金額

	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税     ５％


	
	５ 特定株式等譲渡所得金額に係る府民税

前年分を１月10日まで

	事業税


	１ 個人

(1) 令和４年中における個人の事業所得

(2) 令和５年中に廃業の場合は(1)の所得及び令和５.１.１から廃業の日までの個人の事業所得

(備考)事業の所得の計算上事業主控除290万円その他を控除する。


	１ 個人

(1) 第１種事業
所得の５％

(2) 第２種事業
所得の４％

(3) 第３種事業
所得の５％

(4) 第３種事業のうちあん摩等医業に類する事業及び装蹄師業
　　　　　　　　所得の３％
	
	１ 個人

第１期分

８月１日～８月31日

第２期分

11月１日～11月30日
（ただし、税額が１万円以下であるものについては、第１期分の納期に全額を納める。）


	
	２ 法人

(1) 外形標準課税適用法人
資本金の額又は出資金の額が１億円超の法人（みなし課税法人、投資法人、特定目的会社、一般社団法人及び一般財団法人を除く。）で、(2)、(3)以外の法人
ア 付加価値割

付加価値額

イ 資本割

資本金等の額

ウ 所得割

各事業年度の所得

(2) 電気供給業（小売電気・発電・特定卸供給事業以外）、導管ガス供給業、保険業又は貿易保険業を行う法人
各事業年度の収入金額
(3) 電気供給業のうち小売電気・発電・特定卸供給事業を行う法人
ア　外形標準課税適用法人
① 付加価値割

付加価値額

② 資本割

資本金等の額

③ 収入割

各事業年度の収入金額

イ　ア以外の法人
① 収入割

各事業年度の収入金額

② 所得割

各事業年度の所得金額

(4) 特定ガス供給業を行う法人
ア 付加価値割

付加価値額

イ 資本割

資本金等の額

ウ 収入割

各事業年度の収入金額

(5) その他の法人
ア 普通法人

各事業年度の所得
イ 特別法人

協同組合、信用金庫、医療法人等
各事業年度の所得

	２ 法人

(1) 外形標準課税適用法人

ア 付加価値割

付加価値額の
　　　　1.26％

イ 資本割

資本金等の額の　　　　　0.525％

ウ 所得割

各事業年度の所得の　　1.18％
(2) 電気供給業（小売電気・発電・特定卸供給事業以外）、導管ガス供給業、保険業又は貿易保険業を行う法人

収入金額の　　　　　　　1.065％（1％）
(3) 電気供給業のうち小売電気・発電・特定卸供給事業を行う法人
　　ア　外形標準課税適用法人

① 付加価値割

付加価値額の
　　0.3885％

② 資本割

資本金等の額の　　　0.1575％

③ 収入割
　収入金額の　　　　　　0.8025％

イ　ア以外の法人
① 収入割
　収入金額の　　　　　 0.8025％(0.75％)
② 所得割
　所得金額の　　　　　　1.9425％(1.85％)
(4) 特定ガス供給業を行う法人
ア　付加価値割

付加価値額の
　　0.8085％

イ　資本割

資本金等の額の　　　0.336％

ウ　収入割
収入金額の　　　　　　0.519％
(5) その他の法人

ア 普通法人

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の　　　　　　　　　　   　3.75％（3.5％）
各事業年度の所得のうち年400万円を超え年800万円以下の金額の　　5.665％（5.3％）
各事業年度の所得のうち年800万円を超える金額の　　　　　　　　　　　　　 7.48％（7％）
イ 特別法人

各事業年度の所得のうち年400万円以下の金額の
　　　　　　　　　　　  3.75％（3.5％）
各事業年度の所得のうち年400万円を超える金額の　　　　　　　　　　     5.23％（4.9％）

資本金の額が１億円以下(特別法人、公益法人等、人格のない社団等は１億円以下として取り扱う)で、かつ、所得の総額が年5,000万円以下の所得金額課税法人と資本金の額が１億円以下で、かつ、収入金額の総額が年４億円以下の収入金額課税法人については、(　)内の税率

	
	２ 法人

事業年度終了の日から２か月以内

ただし､決算未確定等のため都道府県知事の承認を受けた場合は３か月以内（通算法人の場合は４か月以内）



	地方
消費税
	消費税額
	22/78
	
	国内取引

1個人　３月31日

2法人　事業年度終了後２か月以内
輸入取引

原則として、外国貨物を保税地域から引き取る時まで


	不動産
取得税


	不動産を取得した時における不動産の価格

（備考）

１　土地の取得にあっては10万円未満、家屋の取得のうち、建築に係るものにあっては23万円未満、その他のものにあっては12万円未満の場合は課税されない。

２　住宅に係る控除

特例適用住宅を建築した場合等
３　宅地及び宅地比準土地の取得が令和６.３.31までに行われた場合については、課税標準を価格の２分の１とする。

	４％

※土地又は住宅を平成20.４.１～令和６.３.31までに取得したときは、３％
	
	納税通知書に定める期日

	府たばこ
税
	売渡し等をした製造たばこの本数
	1,000本につき1,070円


	
	前月分を毎月末日まで

	ゴルフ場
利用税
	
	等級　　　　　税率

１人１日
１級
1,200円


２級
1,150円


３級
1,000円


４級
　800円


５級
　650円


６級
　450円


７級
　350円
	
	前月分を毎月15日まで

	軽油
引取税
	(1)特約業者又は元売業者から現実の納入を伴って引き取った軽油の数量

(2)石油製品販売業者が販売した混和軽油の数量

(3)特約業者、元売業者又は石油製品販売業者が自動車の内燃機関の燃料として販売した燃料炭化水素油の数量

(4)自動車の保有者が自動車の内燃機関の燃料として消費した炭化水素油の数量

(5)特別徴収義務の消滅した者が所有している未課税軽油の数量

(6)特約業者、元売業者等がみなす課税の対象となる自己消費、譲渡又は輸入をした軽油の数量

（注）(2)、(3)及び(4)において、製造等については知事の承認を受けている場合は、課税済分を除く。


	１キロリットルにつき
32,100円


	
	(1)前月分を毎月末日まで　　

(2)免税軽油を譲渡した場合又は免税用途以外に消費した場合は譲渡又は消費した日から30日以内

(3)特約業者及び元売業者以外の者が軽油を輸入した場合は、その軽油の輸入の時まで

	自動車
取得税


	自動車の取得価額

(１)取得価額が50万円以下である自動車は、免税

(2)一定の基準を満たす低燃費自動車（新車）については、0.6％～2.4％（軽自動車等の場合0.4％～1.6％）の軽減税率を適用

(3)一定の基準を満たす低燃費自動車（中古車）については、取得価額から５万円～45万円を控除して得た額

(4)一定の先進安全自動車（新車）に

ついては、取得価格から175万円

～525万円を控除して得た額


	取得価額に対し  営業用自動車・軽自動車　　２％

               自家用自動車
　　　　　 ３％

低公害車等を取得した場合は、軽減税率を適用。

※令和元.９末をもって廃止。

	
	(1)新規登録、新規検査又は使用の届出の時まで

(2)移転登録すべき事由があった日から15日以内

(3)自動車検査証又は軽自動車届出済証の記入を受けるべき事由のあった日から15日以内

(4)その他、取得の日から15日以内



	自動車税環境性能割
	自動車の取得価額
（令和元.10.１～）

(１)取得価額が50万円以下である自動車は、免税

(2)一定の基準を満たす低燃費自動車については、0.5％～2％の軽減税率を適用

(3)一定の先進安全自動車（新車）については、取得価格から175万円～350万円を控除して得た額

	税率は、環境への負荷等の程度に応じて決定
	
	

	自動車税種別割
（令和元.10.１から自動車税より名称変更）
	(1) 乗用車

総排気量

・１㍑以下

　　～

・６㍑超

・電気自動車

(注)ロータリーエンジン車については、「単室容積×ローター数×1.5」

により算出した数値により総排気量を区分する。
(2)貨物兼乗用車

(7)トラックのうち最大乗車定員が４名以上であるものについて、総排気量の区分に応じ一定額を加算した税率

総排気量
・１㍑以下

・１㍑超1.5㍑以下

・1.5㍑超


	営業用
	自家用
	令和５年
４月１日
	５月１日～５月31日

賦課期日後、翌年２月末日までの間に納税義務が発生した場合は、月割税額を登録手続の際、証紙徴収の方法により徴収する。



	
	
	年額
7,500円

　　　　　　　　　　～

〃　　　　　 40,700円

〃
7,500円

加算額
3,700円

〃
4,700円

〃　　
6,300円


	
年額
 25,000円

　　　　　　　　　　　～

〃
　110,000円

〃
　 25,000円

加算額
5,200円

〃　　
6,300円

〃　　
8,000円


	
	

	
	(3)バス

乗車定員

30人以下

　　～

80人超
	一般乗合用
	その他
	
	
	

	
	
	年額

12,000円

　　～

29,000円
	年額

26,500円

　　～

64,000円
	年額
33,000円

　　　　　　　　　　～

〃
83,000円
	
	

	
	(4)小型三輪車

最大積載量１トン以下

〃１トン超

けん引車
	年額
4,500円

〃
6,800円

〃
3,900円
	年額
6,000円

〃
9,000円

〃
5,300円
	
	

	
	(5)特種用途車（貨物の積載を主とするものを除く。）
普通自動車

・霊きゅう車

・その他

小型自動車

(6)キャンピング車

総排気量

・１㍑以下

　　　～

・６㍑超

(7)トラック（特種用途車で貨物の積載を主とするものを含む。）

最大積載量

１トン以下

　～

７トン超８トン以下

８トン超
[けん引車]

普通自動車

小型自動車

[被けん引車]

普通自動車

最大積載量

８トン以下

８トン超
小型自動車

	年額
10,100円

〃
21,700円

〃
 9,000円

―

～

―

年額
6,500円

　　　　　　　　　～

〃　　　　　 29,500円

年額29,500円に最大積載量が８トンを超える部分１トンまでごとに4,700円を加算した額
年額
15,100円

〃
 7,500円

年額
7,500円

年額7,500円に最大積載量が８トンを超える部分１トンまでごとに3,800円を加算した額
年額
3,900円
	―

年額
29,600円

〃
12,200円

年額　　　　　20,000円

　　   　　　　　　～

〃
88,000円

年額
8,000円

　　　　　　　　　～

〃　　　　　 40,500円

年額40,500円に最大積載量が８トンを超える部分１トンまでごとに6,300円を加算した額

年額
20,600円

〃
10,200円

年額
10,200円

年額10,200円に最大積載量が８トンを超える部分１トンまでごとに5,100円を加算した額
年額
 5,300円
	
	

	
	グリーン化税制

環境負荷の小さい自動車

環境負荷の大きい自動車

	税率より概ね75％軽減・50％軽減

税率より概ね15％重課

	
	

	鉱区税
	鉱区の面積


	(1)  砂鉱を目的としない鉱区

試掘鉱区面積100アールごと   年200円

採掘鉱区面積100アールごと　  年400円

(2)  砂鉱を目的とする鉱区

面積100アールごと 　年200円

(3)  石油又は可燃性天然ガスを目的とする鉱区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)の税率の３分の２

	令和５年

４月１日


	５月１日～５月31日



	固定
資産税
	大規模償却資産の価格のうちその大規模償却資産が所在する市町村の課税限度額を超える部分の金額


	1.4％
	令和５年

１月１日


	第１期分

４月１日～４月30日

第２期分

７月１日～７月31日

第３期分

12月１日～12月25日

第４期分

２月１日～２月末日

	狩猟税
	
	第一種銃猟（＊１）

　１　府民税の所得割額の納付を要する人

　２　１の人の控除対象配偶者又は扶養親族

16,500円

　３　府民税の所得割額の納付を要しない人

　４　３の人の控除対象配偶者又は扶養親族

　５　２の人のうち、農林水産業に従事している人

11,000円

網猟又はわな猟

　６　府民税の所得割額の納付を要する人

　７　６の人の控除対象配偶者又は扶養親族

8,200円

　８　府民税の所得割額の納付を要しない人

　９　８の人の控除対象配偶者又は扶養親族

 10　７の人のうち、農林水産業に従事している人

5,500円

第二種銃猟（＊２）

5,500円

（＊１）　第一種銃猟・・・装薬銃

（＊２）　第二種銃猟・・・空気銃

（注）　第一種銃猟免許登録を受けた者が空気銃を使用する場合は、非課税となります。

（注）　令和６.３.31までの間に限り、狩猟者の登録を受ける場合に、対象鳥獣捕獲員及び認定鳥獣捕獲等事業者の従事者の方は課税を免除され、狩猟者登録申請書を提出する日前１年以内に許可捕獲等を行った方及び有害鳥獣捕獲許可に基づく許可捕獲の従事者の方は上記税率に２分の１を乗じた税額となる。

	狩猟者の

登録を

受けた日


	

	宿泊税
	府内のホテル、旅館、簡易宿所、特区民泊及び住宅宿泊事業に係る施設における宿泊

	宿泊料金（１人１泊）
7,000円以上15,000円未満

100円

15,000円以上20,000円未満

200円

20,000円以上

300円


	
	前月分を毎月末日まで


